
令和７年度組合検定受験対策講座
会計【第４問】



組合士試験【会計】出題形式
第１問
• 穴埋め・小論文・・・２～３項目程度の空欄に語群から選択して文章を

完成させ、その文章についての説明を４００字程度
で論文記述する

第２問
• 会計処理・・・会計処理上必要な知識について、択一問題、計算問題など多彩な形式で出

題される。
第３問
• 仕訳・・・会計処理の基本となる仕訳について1問あたり３～４題出題されている。
• 税法・税務・・・1問が税法、もう一問が税務となっている。税法は４～５個の空欄に単語を

記入する問題。税務は、５～８個の空欄に税額を計算し記入するほか税率
を記述する問題が出題されることもある。

第４問
• 財務諸表・・・総勘定元帳残高、付記事項、決算整理事項に基づき損益計算書（費用配賦表を

含む）、貸借対照表、剰余金処分案を完成させる。剰余金処分案は出題され
ないこともあるが、組合特有の会計処理である費用配賦表は必ず出題される。

今回の講座は第４問について行います。



第４問～傾向と対策～

財務諸表



問題

第４問のポイント

①答えは転記と足し算、引き算に
よって求めてることが多いです。
(借方、貸方を気にせず解けます)

②解答用紙を軸に解いていきま
しょう！(解く順序を覚える)

③解答用紙に既に記載している項
目やマイナス表示がある為、解答
する項目に注意しながら進めてい
きます。



解答用紙の作成について
・４つの決算関係書類を作成します。すでに記載されている項目（数字や△）があります。
△はマイナス表示です。計算する時は注意しましょう！

(費用配賦表） (損益計算書） (貸借対照表） (剰余金処分案）
① ①

②
②



費用配賦表



・すでに記載されている項目（数字や△）があります。
△はマイナス表示です。計算する時は注意しましょう！。

【職員給料】16,015,082
共同購買事業
16,015,082×48％＝7,687,239.36 → 7,687,239
教育情報事業
16,015,082×12％＝1,921,809.84 → 1,921,810
一般管理費
16,015,082×40％＝6,406,032.80 → 6,406,033

1円未満四捨五入

解答用紙



7,687,239 1,921,810 6,496,033

【退職給与引当金繰入】
共同購買事業費用配賦
600,000×48％＝288,000
教育情報事業費用配賦
600,000×12％＝72,000
一般管理費費用配賦
600,000×40％＝240,000

解答用紙

金額が記載されている項目は、電卓をたたくのみ！

【職員給料】16,015,082
共同購買事業
16,015,082×48％＝7,687,239.36 → 7,687,239
教育情報事業
16,015,082×12％＝1,921,809.84 → 1,921,810
一般管理費
16,015,082×40％＝6,406,032.80 → 6,406,033

288,000 72,000 240,000

・すでに記載されている項目を計算（電卓）すると
半分は解答することができます（部分点あり）



46,997,328

1,319,300

5,000

3,036,520

896,552

・福利厚生費 3,028,320 + 8,200     = 3,036,520

・会議費 904,752 － 8,200 ＝ 896,552

・貸倒引当金計上額170,000 － 貸倒引当金165,000  =  5,000

合計 1,319,300

解答用紙

合計を計算する



①すでに記載されている項目から、配布率を計算し、
横列を計算します。

②決算整理事項によって求めた金額を記載し、配布率
を計算し、横列を計算します。

④事業ごとに縦の列の合計金額を計算します。
（１）共同購買事業
（２）教育情報事業
（３）一般管理費
の合計金額を計算し、３つの合計と左から２列目の
合計金額が一致するか、計算します。

解答

△はマイナス表示です。計算する時は注意しましょう！。

③縦列の合計を計算します。



損益計算書



損益計算書① 損益計算書②

・すでに記載されている項目（数字や△）があります。△はマイナス表示です。計算する時は注意しましょう！
先に解答した「費用配賦表」から転記する項目もあります（転記と合計の計算(電卓）が主です）

(１)(2)

(3)

(4)

(5)



事業収益の部の転記方法（１）

計算①

計算②

①＋②

上に同じ
組合員売上高160,661,706 ー 300,000 ー 540,000 

= 159,821,706

損益計算書①
解答用紙（右）

損益計算書①
解答（右）

総勘定元帳残高

外部売上高2,008,523 + 300,000 =
2,308,523



事業費用の部の転記方法（２）

(1)期首＋(2)当期仕入高-(3)期末

①－②－③

①
②

③

④

⑤
⑥
⑦

④－⑤－⑥－⑦

②＋③＋⑤＋⑥＋⑦

Ａ

Ｂ

Ｃ

A+B+C

損益計算書①
解答用紙（左）

損益計算書①
解答（左）

総勘定元帳残高
（左上）

費用配賦表
（抜粋）



一般管理費(人件費）の転記方法（３）

計算

損益計算書①
解答（左）

損益計算書①
解答用紙（左）

費用配賦表
解答

△はマイナス表示です。

解答済



一般管理費（業務費）の転記方法（４）

計算

計算

事業総利益金額－Ｄ

Ｄ

損益計算書①
解答（左）

損益計算書②
解答用紙（左）

損益計算書②
解答（左）



事業外収益・費用および特別損失の転記方法（５）

計算①計算②

Ｅ

E +①－②Ｆ

Ｇ

Ｆ ＋ Ｇ
税引前当期純利益金額を求めたので、
決算整理事項（１０）にて法人税等を
計算する。

損益計算書②
解答用紙（下部）

損益計算書②
解答（下部）



税等（法人税等）の計算方法（５）

文章を分割して考えましょう。

①

②

③

① 当期の組合員売上高に対して１％の利用分量配当（1,000円未満切捨て）
を算出すること

② 税引前当期純利益金額から①の利用分量配当金を控除した後の金額（1,000円
未満切捨て）を算出すること

③ ②で算出した金額（税引前当期純利益金額ー利用分量配当金）の22％に
住民税均等割額180,000円を足した金額を算出すること（100円未満切捨て）



決算整理事項（10）の計算方法
①当期の組合員売上高に対して1％の利用分量配当（1,000円未満切捨て）を算出する

159,821,706（組合員売上高） × 1％ ＝ 1,598,217.06
1,000円未満は切り捨てるため、 1,598,217.06 ⇒ 1,598,000
利用分量配当を行う金額は 1,598,000円

②税引前当期純利益金額から利用分量配当を控除した金額を算出する(1,000円未満切捨て)

3,606,745(税引前当期純利益金額)ー1,598,000(利用分量配当)＝2,008,745
1,000円未満は切り捨てるため、2,008,745円 ⇒ 2,008,000円

③
②（2,008,000円）で算出した金額（税引前当期純利益金額ー利用分量配当金）の
22％に住民税均等割額180,000円を足した金額を算出すること（100円未満切捨て）

2,008,000 × 22％ ＝ 441,760円
441,760円 + 180,000円 ＝ 621,760円
100円未満は切り捨てのため、 621,760円 ⇒ 621,700円
法人税等は 621,700円

ちなみに法人税等は翌期に払うので貸借対照表の未払法人税となります

剰余金処分案に項目あり

損益計算書①
解答（右）

損益計算書②
解答（下部左）

税引前当期純利益金額－税等合計



貸借対照表



・すでに記載されている項目（数字や△）があります。△はマイナス表示です。計算する時は注意しましょう！
転記する項目もあります（転記と合計の計算(電卓）が主です）

貸借対照表① 貸借対照表②

(1) (2)

(3) (4)



資産の部にかかる転記方法(1)

売掛金26,028,216 ー 540,000 ー54,000 = 25,434,216

計算

貸借対照表①
解答用紙（左）

貸借対照表①
解答（左）

未収消費税等 ＝ 仮払消費税等 － 仮受消費税等
＝ 16,524,861 － (16,408,419 － 54,000）
＝ 16,524,861 － 16,354,419
＝ 170,442

次のページで
解説します



資産の部にかかる転記方法(1)

計算

建物9,868,571 － 526,323(当期減価償却費）－4,124,354(累計額) = 5,217,894
器具備品4,082,328 －480,357(当期減価償却費）－2,024,821(累計額）＝1,577,150
ソフトウェア1,063,012 －312,620(当期減価償却費）= 750,392

計算①

①＋②

計算②

貸借対照表①
解答用紙（左）

貸借対照表①
解答（左）

解答済



負債の部にかかる転記方法(2)

計算①

退職給与引当金1,841,900 ＋438,000=2,279,900

計算②

①＋②

貸借対照表①
解答用紙（右）

貸借対照表①
解答（右）

総勘定元帳残高



資産合計の計算方法(3)

Ｈ

Ｉ

Ｈ＋Ｉ

①

②

③
④

①＋③
②＋④

貸借対照表②
解答用紙（左）

貸借対照表②
解答（左）

貸借対照表①
解答用紙（左）

①4,124,354 ＋ ③526,323 ＝ 4,650,677
②2,024,821 ＋ ④480,357 ＝ 2,505,178



純資産の部にかかる転記方法(4)

②

Ｊ＋Ｋ＋Ｌ

①＋②

①

Ｌ

Ｋ

Ｊ

い

ろ

い＋ろ

Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

３

３＋４

４

貸借対照表②
解答用紙（右）

貸借対照表②
解答（右）

貸借対照表①
解答用紙（右）



剰余金処分案



・すでに記載されている項目（数字や△）があります。
転記と計算（電卓）にて解答できます。



剰余金処分案にかかる転記方法

計算①

（２）当期純利益金額2,985,045 ×５％ ＝149,252.25
1000円未満切上げの為、 149,252.25  → 150,000

計算②

①－②

剰余金処分案
解答用紙

剰余金処分案
解答

転記



ご静聴ありがとうございました。


